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（１−１） 地域の状況
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熊本県の総人口：180万人
外国人登録者数：8,944人
人口比 ：0.5％

（１−１） 地域の状況(在住外国人)

国籍：
アジア 90%以上
(中国、フィリピン、韓国・朝鮮..）

在住外国人散在地域

2012年度文化庁日本語教育大会

在留資格：
永住者、技能実習、
日本人の配偶者…



（１−１） 地域の状況（課題）

• 在住外国人散在地域

自治体

→専門の職員が不在。

→→多文化共生社会づくり施策への予算なし

・日本語教育が必要な児童・生徒の編入

を予想しての予算計上は困難

・少数の外国人対象の日本語教室開設

出来ない。
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（１−１） 地域の状況（課題）

• 在住外国人散在地域

民間

→ボランティア活動のため不安定

→→多文化共生社会という認識が少ない。

在住外国人

→重要な生活情報が伝わっていない。

→交流の機会が少ない。（民間も）
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課題（まとめ） → 解決(理想）
• 市町村間の多文化共生社会度の格差

- 日本語教室を開催している市町村 7/45

（民間を含む）

- 義務教育課程での初期日本語指導を

実施している市町村 2/45実施している市町村 2/45

2012年度文化庁日本語教育大会

言語保障としての初級日本語学習機会の提供
＋(シームレスにつなぐ）

地域のボランティア日本語教室



（１−２） 活動団体の概要

• 一般財団法人熊本市国際交流振興事業団

熊本市が設立した国際交流協会熊本市が設立した国際交流協会

Vision

「すべての人が安心して快適に

暮らせる開かれた社会の実現」

2012年度文化庁日本語教育大会



熊本市国際交流会館を拠点に
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• 多文化共生・人づくり：3名

• 国際化推進・会館管理・まちづくり ：5名 / 6名

• 財団管理（総務・経理）： 1名 / 1名

• 全体（経営）： 2名（事務局長/事務局次長）

（１−３） 報告者の自己紹介
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多文化共生に割り当てられる人数：
事務局長1/3、次長1/3、主査1/2

担当 1 → 2名



スタッフ、ボランティア等の協働で
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・華友会、青春を語り共に歩む会
・熊本県中国残留孤児対策協議会
・熊本県日中友好協会
・熊本県日中協会
・九州中国帰国者支援交流センター
＊重点地区：城山、大江、東町、
武蔵が丘、菊陽

中国関係 韓国・朝鮮関係

韓国民団

フィリピン関係

・コムスタカ
・外国人妻の会
＊国際結婚者

含む

相談員：
スペイン語、韓国語、タガログ語

熊本市行政関係熊本県行政関係

国際交流会館

スペイン語、韓国語、タガログ語
職員 ：中国語、英語、フランス語 ・国際室

・教育委員会
・保健福祉センター
等

・熊本県国際課
・市町村
・熊本県国際協会

・熊本大学
・学園大学
・県立大学
・崇城大学 他

留学生関係

・インカ
・繊維協同組合

技能実習関係

・料理店
・英会話スクール
・会館利用者

その他
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くらしのにほんご



漢字教室
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地域日本語教室



初級日本語集中講座



防災支援
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教育サポート
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多文化共生施策は広域で…
• 熊本市が設立した国際交流協会

• Ａ町に居住している外国人の職場はＢ町…

• 自分の意志で来た訳でない子どもたちの教
育環境が市町村のよって異なることは？？

• 外国人を日本語で支援している団体の協働

熊本市内 –
熊本市からの指定管理事業として実施

熊本市外 –• 外国人を日本語で支援している団体の協働
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2012年4月 一般財団法人への移行時、
定款で、活動地域を熊本県内としました。

熊本市外 –
自主事業として実施



（２）ＣＤとしての事業への関わり方

• 2002，3年 日本語教室の行き詰まり…

（受講生減少、市予算削減）

日本語学校との違い - 生活者

-生活者のニーズ - 日本語で出来る

高額（5000円/８回）な受講料は ×

毎週は出席出来ない…

• ２００４年 日本語ボランティア活動

「くらしのにほんごくらぶ」開始
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「くらしのにほんごくらぶ」

• 日本語の専門家からの批判

→ ボランティアでは教えられない。

交流、社会参画が目的

→ 行政の責任逃れ

でも、待ってられないでも、待ってられない

• 学習者が来ない（最初の３ヶ月〜苦悩の時）

• ボランティアの悩み

→ 役に立っている？

お互い楽しい、研修会
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生活日本語ボランティア研修会

• ２００４年 スタート

→ 「くらしのにほんごくらぶ」活動

ボランティアの研修

→→ 日本語支援ボランティアの増加

2012年度文化庁日本語教育大会

→ 日本語支援団体の連携



（３−１） 体制整備の課題

• 日本語支援ボランティア数： 熊本市は増加．．
しかし、熊本市外は依然として少ない…

→ ２００７年，八代市、大津町で開催

• 熊本市国際交流会館まで来れない外国人

• 地域にボランティアが活動できる日本語教室
がない…

• コーディネーターもいない…

→ ２００９年 文化庁委託事業で研修会開催
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熊本県立大学との連携で
多文化共生社会づくりの推進

• 地域社会の現場・活動と教育の現場・研究の
連携で、先を予想した取り組みを実現…
（大学の地域貢献事業、サービスラーニング）

• 人材の育成…

• 地域の行政への提言 ー 現場の状況を学
術的に検討・検証する。



取り組み例

• 月一回の学習会(多文化共生クラスター）

• アンケート調査

「熊本在住の外国人を取り巻く諸状況」

• 多文化共生シンポジウム



平成22年度地域日本語教育ＣＤ研修

• 受講動機

→「生活者としての外国人」に対する日本語

教育の標準的なカリキュラム案を学ぶ。

→ →→体制整備→国・都道府県・市町村の役割

分担への関心
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熊本県内の市町村の多文化共生社会度合いの
温度差是正につながる何かを得ることが出来る
のではないか！



熊本県内市町村における日本語教育
の実情調査

• 熊本市外に日本語支援の仕組みが少ない。

• 各市町村における正確な現状、そこでの日本• 各市町村における正確な現状、そこでの日本
語教室開設の必要性、可能性について調査

• 方式（メール、ＦＡＸでのアンケート）
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アンケート結果 → 「動く」

• 結果

＞外国人登録がある市町村 45(100%)

＞日本語教室が開催されている市町村 7

•「動く」：
＞ アンケート結果を市町村へ送付

「知らせる」
＞ フィリピン人コミュニティーへの日本語

学習ニーズ調査
＞日本語支援の必要性

１．学習者のニーズがわからない １７

２．予算がない １４

３．日本語を教える人材がいない １３

2012年度文化庁日本語教育大会

＞ 熊本県立大学と共同で、地域日本語
教育カリキュラム開発

市町村と外国人をつなげる。
学習者＋支援者＋場所＝地域日本語教室
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場所 阿蘇青少年交流の家
支援者 阿蘇市教育委員会ＯＢ
学習者 阿蘇市のフィリピン人



地域日本語教育カリキュラム開発

• 地域日本語教室で活用できる生活に密着し
たカリキュラムがあると良いのに…

＞ボランティアの活動の不安へ対応

＞学習者が自ら使用出来る。

• 熊本県立大学日本語・日本文学科の専門性
を現場で地域貢献として活かす活動

• 文化庁「生活者としての外国人」に対する日
本語教育の標準的なカリキュラム案 活用の
ためのガイドブックを参考にして開発
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• 緊急に備えよう

• もしも病気になったら、けがをしたら

• 仕事に就きたい人のための日本語テキスト

１．テキスト

２．漢字練習帳

３．ボランティアの手引き
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多文化共生社会づくり推進事業
運営委員会

• 地域日本語教育カリキュラム開発について、
日本語講師等専門家へ報告…

＞ 最近、日本語能力ゼロの外国人が増加＞ 最近、日本語能力ゼロの外国人が増加

＞ ボランティアによる地域日本語教室では

対応できない。

＞ 言語保障としての集中講座も必要…
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外国人

橋渡し

地域日本語教室

市町村、
民間団体、
ボランティア

初期日本語
集中講座

市町村、
国際交流協会、
日本語教師
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地域日本語教育
カリキュラム開発

シームレスな日本語支援体制
オンデマンド形式の地域日本語教室





（３−２） 今後に向けて - つなげる

市町村市町村
外国人を受け
入れる自治体

ボランティア

学習者

ボランティア

学習者

決して教える

社会社会

日本語を
入れる自治体
の責任として
最低限の日本
語基礎学習の
機会を提供

のではなく、
一緒に学習
するための
プログラムを
開発

テーマに外
国人と日本
人がパート
ナーとなる豊
かな社会の
構築



コーディネーター：

インテリジェントな調整役

人と人をつなぐ人と人をつなぐ

活動のきっかけをつくる

ネットワークができる。

2012年度文化庁日本語教育大会

ご静聴ありがとうございました。


